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適用例からみた事情判決
制度の諸問題
中 村 義 幸
は し が き
行政 事件訴訟法第31条は,行 政庁 の処分又 は裁 決が違法 であ って も,特
別の事情 に よって原告 の請求を棄却す る判決すなわち事情判決 の制度 にっ
いて定 めてい る。 この制度 は,古 くは昭和7年 の行政訴訟法案にお いて構
想 され,そ の後,戦 後の司法国家制 の下における行政事件 訴訟 特例法(昭
和23年法律81号)第11条において初め て制度 化 され た後,そ の運 用上の諸
問題を整理解 消す るために現行法の よ うな規定 に改 め られ て成 立す るに至
ったものであ る。筆 者 は,す でに,本 誌前号において,こ の事情判決制 度
の成立過程 を分 析 しi),その結論 として,次の よ うな諸点を指摘 しておいた。
すなわ ち,第 一 に,事 情判決制度は,特 定 の訴訟類型 にのみ適用 され るべ
きもの として立案 され実定化 された ものであ る2)。その意味 では,取 消訴
訟制度一般 の要 求す る違法即取 り消 しの原則の例外を一般的に想定 した規
定ではな くて,特 定 の訴訟類型 においてのみ,し か もこのヶ一スにあ って
も極めて例外的場合に のみ適用 され る制度 とみなけれ ばな らない。かか る
意味に おいて,事 情判決制度は,取 消訴訟制度 一 般 の いわ ぽ"二 重の意
味"の 例外的制度 と考 え られた ので あ る。
第二 に,処 分 が違法 であ るに も拘 わ らず,原 告 の取消請 求が棄却 されて
違法な当該処分 の効力がそ の まま存続す ることにな る場合に,こ れに よっ
て侵害 され た原告 の不利益 は如何 に して救済 され るかである。 旧行政国家
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制 の下での行政訴訟法案の構想においてす ら,取 り消 しに 「代えて」除害
施設の設置又 は損害賠償 を裁判所が命 じ うる旨の規定 となってお り,そ こ
では,請 求棄 却 と損害(失)の 実質的な填補 の不可分一体性又 は不可欠性
が明 らか に示 されていた。現 行法の中間判決 の制度 は まさにかか る趣旨を
明文 を もって規定 した もの と理解 されてい る し3),かか る 判決 に よって も
なお救済が な され ない場合 には,別 に国家賠償法 に基 づいてそ の損害賠償
がな されなけれぽな らない のであ る。以上,第 一,第 二 の点を総合的 に理
解す るな らぽ,事 情判決制度 の成立過程 の分析 におい て示 され た結論 は,
本条 のその本来 の趣 旨 としては,特 定 の訴訟類型に属す るケ ースにおいて
のみ例 外的に適用 され,し か もその場合 に原告 の側に損害 が発生 していれ
ば必ず その填補がな されなければな らな い とす ることにあ った とみ なけれ
ばな らない のであ る。そ こで,本 稿 にお いては ・右 の分析 の結果を前提 と
してそ の実際 の適用例 にあ た って本条 の趣旨が いかに理解 され てきたかを
検 証 してみ たい。最初に判例 の分析 を行な うことに した のは・例 外的な制
度 は,本 来 その例外的な ケ ㌣スにおいてのみそ の稀 有な有効性 を発揮す べ
きものであ り,こ の特殊な場面を離れ て,観 念的又 は一般的にその評価 を
下す ことは無意味だか らであ る。
1)拙 稿 「成立過程からみた事情判決制度の諸問題」明治大学短期大学紀要38号
1頁以下参照。
2)同 旨 ・雄川一郎 「国会議員定数配分規定違憲訴訟における事情判決の法理」
(田上穣 治先生喜寿記念 『公法の基本問題』所収)286-7頁。〔以下,雄 川一郎
「事情判決の法理」 と略記す る〕
3)雄 川一郎 「事情L判決の法理」287頁。
1.旧 憲法下の判決
(1)行政裁判 所1).の判決
旧憲 法第61条(「行政官庁 ノ違法処分 二由 リ権利 ヲ傷害 セ ラ レタル トス
ルノ訴訟 ニシテ別 二法律 ヲ以 テ定 メタル行政裁判所 ノ裁判 二属 スヘ キモ ノ
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ハ司法裁判所 二於 テ受理 スル ノ限 二在 ラス」)の規定を承 けて制定 さ れ た
「行政裁 判所法」(明治23年法 律48号)及び同法 の委任 に基づ いて定め られ
た 「行政 裁判所令」(大正2年 勅令133号),ならびに,「行政庁 ノ違法処分
二関 スル行政裁判 ノ件」(明治23年法律106号)のいず れに も,事 情 判決を
認め る旨の規定は 存在 しなか った。従 って,旧 憲法下 においては,事 情 判
決の判決例 その ものは存在 しないわ けで あるが,今 日の時点か らみ て事情
判決適用の可否が問題 とな るよ うな内容 の事案が存在 しなか ったわ けでは
ない。否,む しろ,か か る解決を 求め られ る紛争が現実に発生 し,そ の後
もかな りの発生が予 測 され たために,か か る制 度の存在'しな い ことの 「不
都合」が認識 され,行 政 訴訟法案での構想へ と引 き継がれ て行 くことにな
ったのであ る2)。そ こで,現 実に起 った事件が ど う処理 され たか をみてお
く必要 があ ろ う。
有名な 「庄川事件」は,発 電用 ダム建設 のため に電力会社 に よ って河川
占用許 可申請が な され,右 会社 が主務官庁 に よる当該許可を得 て ダムェ事
を竣功 した ところ,当 該許 可処分に既存 の漁業権 ・流木権 ・灌慨用水権 を
侵害す る違 法な暇疵 が存在 した としてそ の取 り消 しを訴 求され だケ ースで
あ る。本件 におい ては,右 会社が 行政庁側に補助 参加 して争 った点 で も注
目された3)が,本案 につ いては当該許 可処分が明 らかに違 法であ ったに も
拘わ らず,'ダム工事が既 に竣 功 していたため に,結 局は,「処分は違 法 で
はない とい う理 由で,少 々無理を して請 求を棄却」4)したのであ る。
(2)司法裁 判所 の判決
旧憲法にお いて も,所 有権 は明文を もって保障 され て い た(第27条t
項)。従 って,そ の有す る所有権 を侵害 された者は,相 手方が他 の 私人で
あれ 行政 庁 であれ,当 該侵害 者に対 してその原状回復を訴求す ることがで
きた し,か か る侵害行為は同時に不法行為(民 法第709条)を構成 し,具 体
的な損害が現実 に発 生 していた場 合には,そ の賠償を求め ることがで きた
[ただ し,「公益 ノ為必要 ナル処分」 で別 に 「法律 ノ定 ムル所 二依 ル」(旧
憲法第27条2項)も のは適法 行為に基づ く損 失補 償に よって処理 された]。
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これが原則 であ る。
ところが,所 有権 と りわ け土地所有権 の侵害が 明白であ って も,当 該土
地 に営造物 が設置 された後 にあ っては,そ の原状 回復を求あ ることが で き
ない とす るのが判例の立場 であ った。例え ば,(i}土地収用 に関す る協議 ま
た は土地 収用審 査会 の裁 決の無効 または失効 の場 合には,原 告 は当該被収
用土 地 の原状回復を請 求 し うるのであ るが,も しそ の土地 に鉄道 その他 の
建 設物を築造 し,ま たはそ の土地が道路公 園その他 の営造物 に変 じた とき
は,そ の返還 を求め るこ とがで きない とす るもの5),㈹収用手続 に暇疵が
あ って も,被 収 用土地にす でに随道 が完成 してい ると きは,・右土地 の原状
回復は法律上 履行不能 に帰 した ものであ るか ら,そ の返還を 求め る ことが
で きない とす るもの6),㈹抵 当権設 定登 記のあ る土地 を抵 当権者 の同意な
く道路 敷地 とした後に おいては,抵 当権 の実行に よ り右土地 所有権 を取得
した者 は,そ の明渡 しを求め るこ とが で きない とす る もの7),さらには,
飼競 落 した土地 の一 部な らびに地上建物が現 に郵便 事業 の用に供 されてい
ると きは,右 競 落人は,所 有権 に基づ き右建物収去 土地 明渡を求め る こと
がで きな い とす るもの8)などであ る。いずれ も,係 争 の土地 か ら鉄道.道
路,公 園,随 道,郵 便局等 の営造物 を撤去す る ことに よって失われ る撤去
費用や公共 の利便 を重 くみた判決で あ るが,個 々に事案に立ち入 って検討
すれ ば,係 争 の土地に 当該営造物 を維 持 し続けなけれ ばな らない強い公益
性が あ ったか否か は疑問 であ ろ う(と くに公園や郵便局 な ど)。 しか し な
が ら,こ うした民事 の原状 回復請求が認め られな い ことにな ると,結 局 は,
後 に賃貸借契約 を締 結す るか,任 意 買収 に応ず るか,損 失補 償的手 法で解
決す るか,不 法行為に基づ く損害賠 償を請 求す るかのいずれかで金 銭的解
決をは か るしかなか った であ ろ う。前述 した庄川 事件 におい て も,一 審 の
地 方裁 判所 にお いて損害賠 償請 求が認 容 され,大 阪高裁 に係属中に和解が
成立 して一応 の解決をみ てい る9)。
,旧憲 法下 の行政法学 の性格 は,「その本質 に おいて,官 僚的権 力 の一切
の行 為を弁 護 し,釈 明す るための技術 であ る とい う性格を免れ えな い もの
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であ(り)」10),そこで制 度化 され た行政裁判制度が,「私益へ の公益優先
(あるいは私権への公権 力の庄 迫)を 内容 と してい ること」助 は しば しば
指摘 され た ところであ るが・ この時代 の行政 裁判所,司 法裁 判所相方 り判
決に共通 してみ られ る考え方 には,公 共性の強 い施設又は営造物が設置 さ
れた場合 には ・この間 の手続 又はその前提 とな った行政庁 の処分 に違法 な
暇疵 があ って もこれを取 り消 さず,又 は原状 回復を認めずに,損 害賠 償又
は損失補 償で解決を図 ろ うとす る強い傾 向が窺われ る。 もっとも,叙 上 の
事例において侵害 された として原告 に よってその回復を求め られた権利 は,
漁業権や流木権 ・ さらには土地 ・建物 の所有権 とい った いずれ も財産権的
諸権利であ って,そ の意味では金 銭に よる賠償又 は補償 に馴 むものであ っ
た と言 うことがで きよ う。昭和7年 の 行政訴訟法案での 構想12)は,「行政
裁判所 ハ損害要 償 ノ訴 訟 ヲ受理 セ ス」(行政裁判所法第16条)と す る発足
時の行政裁判制 度の下にあ っては,「既 二為 シタル工 事,設 備又 ハ其 ノ他 ノ
施設 ノ状況 二因 リ処分 ノ取 消又 ハ変 更 ヲ不適当 ト認 ムル トキハ之 二代へ起
業者 ヲシテ除害施設又 ハ損 失補償 ヲ為サ シムル コ トヲ判決 スル コ トヲ得 」
(第174条)とす るか な り=ニ ー クな規定であ るが13),金銭に よる填補 が
可能な訴 訟類型 を特定 し,か か る事案 についてのみ例外的 に事情判決的 手
法を採 りうるとす る同法案 の構想 には,最 低限 の合理的な立 法理 由が備 わ
っていた とみ ることもで きよ う。
1)旧 憲法の制定を契機に展開 された"法 体制確立期"の 行政裁判については,
和田英夫 「行政裁判」(鵜飼他編 『日本近代法発達史講座』 第3巻 所収)85頁
以下(同 『国家権力と人権』96頁以下,HideoWada,TheAdministrative
CourtundertheMeijiConstitution,LawinJapan,voL10,1977,pp.
IS4.)。
2)雄 川一郎発言 『行政事件訴訟特例法逐条研究』414頁(以下,『逐条研究』 と
略記す る)。
3)田 中二郎発言 『逐条研究』314頁。
4)同 発言 ・同 ・421頁。行政裁判所昭和7・12・20判決 行録43輯1105頁参照。
5)大 審院×正5・2・16民 三判決 民録22輯134頁,新聞1106号27頁6
6)大 審院昭和7・12・20民五判決 新聞3511号14頁。
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7)大審院昭和9・3・30民二判決 民集13巻719頁。
8)鳥取地裁米子支部昭和9・6・30判決 新聞3743号16耳。
9)田 中二郎発言 『逐条研究』421頁。
10)鵜飼信成 『行政法の歴史的展開』178頁。
11)和田英夫 「行政裁判」121頁。
12)拙稿 「成立過程からみた事情判決制度の諸問題」明治大学短期大学紀要38号
4-7頁参照。
13)昭和7年の行政訴訟法案以前の数次に わ た る行政裁判制度の改正案の中に
は,個 別法に基づ く行政庁の処分に対する補償又は賠償についての訴訟を行政
裁判所が受理する旨の規定も登場 してきていた(例 えば,第16回帝国議会に提
出された 「行政裁決及行政裁判権限法案」第67条など)。その詳細については,
田中二郎il行政争訟の法理』389頁以下,和 田英夫 「行政裁判」163頁以下参照。
2.行 政事件訴訟特例法下の判決1)
ここでは,特例法第11条を適用して取消請求を棄却した判決[算 用数字
で表示]を訴訟類型別に整理し・認定された違法な事実や事情の抗弁・公
共の福祉の内容について考察することにしたい。その際には,同一の訴訟
類型に属する事案において事情の抗弁がなされたにも拘わらず,これを認
めずに取消請求を認容した判決[漢数字で表示]がある場合には可能なか
ぎりこれをとりあげて比較検討するつもりである。
(1)税法関係事件
市議会が市民税に関する条例の一部改正を議決し,市長が右改正条例に
基づく市民税賦課処分を行なったところ,右改正条例は他の条例に定める
適式な公告がなされていないために未だ効力を発せず,従 って,かかる市
民税賦課処分は無効であるとしてその確認を求めた訴訟において,特例法
第11条の適用が論じられた。
[一]青 森地裁昭和23年12月10日判決(行裁月報12号115頁)は,(i)適式
な公告のない市条例は,外部に対 してその効力を生ぜず,これに基づく市
民税賦課処分は法律上当然無効であ り2),倒行政処分の無効確認を目的と
する訴えには特例法第11条の適用がないことは,同条の文理解釈上一点疑
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義を挿 む余地 がない と して,原 告の請求を認容 した。 もっとも,本 判決の
理 由中には,私 法上無効な行為 は これを追認 して もその効 力を生 じないが,
「一般 に行政 処分は必 ず しも法律上の法理で律すべ きものではない。……
既 に本件 条例 に基づ く市民税賦課徴収処分が殆ん ど終了 した今 日狂 瀾を既
倒 に廻 らす よ うな裁断取扱は,無 論公共 の福祉に副 う所以ではないか ら,
本件賦課処分 に前述遡及的有効性を認め て も必ず しも不当でないか も知れ
ない。」 と説 く部分が あ り,こ うした発 想が次の控訴審 におい て 第11条を
適用す る呼 び水 とな った もの とみ られ る。
[1]仙 台高裁昭和24年7月8日 判決(行 裁 月報18号65頁,判例 大全公
法編119頁)は,[一]判決の控訴審判決 で あ るが,[一]判 決後に被告市
長が改正条 例 の告示を行 な った点で事実関係 に違 いがあ る。 まず,(i敏正
前の条例 に基づ いて,課 税権 それ 自体は存在 したのであ るか ら,課 税標準
を改正 した市条例が告示 され ない以 前にはその改 正条 例に定めた新標準 を
もって した課税 処分 は違法で はあ るが 、当然無効ではない として,本 件 の
違法性を第11条1項の文言に適 合す る よ うに(取 消事 由 と して)裁 判所 自
身が独 自に再構成 し3),㈲告示 されな い 改正条例に基 づ く課税処分の違 法
は,要 す るに手続上 の暇疵に存す る ものであ って,そ の後改正条例 の告示
があ って,係 争課税 処分が裁判 に よ り取 り消 され て も被控訴人 の受け る利
益は甚だ薄 いのに反 し,告 示 済の条例 に よって同様 の課税処分が な され得
る状態 にあ り,か つ告示 前の改正条例 に よる賦課額 の九割四分 までが徴収
済で,そ の大部分が支 出済であ るか ら,本 件課税処分の取 り消 しが市 及び
市民に与 え る影響 は決 して少 な くな く,こ の ことは公共 の福祉 に適 合 しな
いもの として特例法第11条を適用すべ きである としてい る。本判決 につい
ては,暇 疵あ る行政行為 の 治癒(Heilung)によってそ の効 力を維 持すべ
き事例 に該 当 しない こと4),市や市民 に 与え る影響 はほ とん どな く,本 条
を適用すべ きでなか った とす る見解 が一般 的であ る5)。
[二]最 高 裁③小法廷 昭和25年10月10日判決(最 高裁民 集4巻10号465
頁)は,前 述[一][1]の 上告審判決で あ るが,本 件 の暇疵 を[一]判
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決同様 無効事 由と して把握 し,特 例法第11条が行政処分 の取 消又 は変更を
求め る訴 えについ て適用 され る趣 旨であ るこ とは,同 条 の明文 に照 して明
らかであ り… …本件 は賦課 処分の取 消又は変 更を求め る訴えではない ので
あ るか ら,本 条 の適 用 され る余地 は全 くな く,原 判決がそ の点につい て判
断 したのは無用 の判 示であ るとしてい る。本条 が取 消訴訟 のみな らず無効
確認 訴訟 に も適 用あ るか否かについては学 説上 争いがあ り,そ の意 味では
かか る問題を論ず ることに意義が あ るが6),最高裁 は本判決において,特
段 の理 由を示 さずに本条 は無効確認訴訟 には適 用 され ない とす る一応 の結
論を示 した ことにな る7)。
このほか税 法関 係事件 につ いて本条 の適用を論 じた ものが数件 あ るが,
いず れ もその適用を否定 してい る。 ここでは,そ の理 由 として重要 と考 え
られ る点について指摘 してお くことにす る。
[三]長 崎地裁昭和24年11月1日判 決(行 裁 月報18号111頁,判例大全
公法編120頁)
[四]福 岡高裁昭和27年1月19日判決(行 裁例集3巻 追録(4巻1号)
2655頁)
上記二 判決は,次 の よ うな同一事案 につい ての判決であ る。県税賦課徴
収条例 に基づ き,知 事に よって揚繰 網漁業 に従事す る 者(原 告1,194名)
に対 して第二種事業 を営 む もの として昭和23年度 の第二種事業税 の賦課 処
分がな されたが,網 主に雇用 され て賃金を得 て漁業 に従 事 してい る原告等
が右条例 にい う第二種 の事業者に該 当す るか否かが争点 であ った。 この争
点につ いては,{i)二判決 とも,本 件 漁業 は網主 の事業 であ り,右 漁業 に よ
る原告等 の所得 は,単 にその提供 した労務 の対価 として網主か ら支給 され
た もの と認定 し,第 二種事業税 の賦 課処分 を違 法 と判示 した。(ii)被告知事
は,本 件第二種 事業税は県 の昭和23年度 の歳入 予算に計上 され てすべ ての
手続を完 了 し,又 原告 と同様 の立場にあ る多数の者は何 ら異議 な く納税 し
てい る現状であ ること等 の諸事情 を考慮 し,本 件賦課 処分を取 り消す こと
は,他 に及ぼす影響甚大な ものがあ り,公 共の福祉 に適合 しない もの とし
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て特例法第11条の適用を主張した。これに対する二判決の判示は,事情判
決適用の可否について十分意を尽したものであ り,重要と思われるので少
し長くなるがここで引用しておきたい。すなわち,「特例法第11条に,い
わゆる公共の福祉に適合するか否かは一般的抽象的に論ぜられるべきもの
ではなく,具体的事案に関し当該行政処分における違法性,違法処分を受
けた者の蒙った損害,そ して違法処分を認容した場合社会国家の享受する
利益につき夫々の性質程度を比較衡量することによって個別的相対的に決
定されねばならぬものであ り,本件の場合原告等の蒙った損害というもの
は適法な手続により正当な課税を受くべき財産上の基本権に対する重大な
侵害であって法の下の平等を保障された原告等のかかる基本的地位はそれ
自体が厳乎として擁護されねばならぬ公共の福祉であるのに反し,被告の
行政処分における違法性は看過さるべき軽微な暇疵とはいえず,右処分を
取 り消すことによってもたらされる損害換言すれぽ,これを維持すること
によって継続する社会一般の利益というものは結局県財政上の収入であっ
て,元々原告等の福祉を侵害することによって流入を予定していた税収が
正当な手続に復することによって徴収ができなくなったというに止まり,
この場合税収は既に予算に計上してあって全ての手続を完了しているとの
理由で処分は違法でも公共の福祉に適合しないから原告等の請求を棄却す
るということになれば税法上の違法処分を受けた者は如何なる場合にも救
済の道を奪われることになり,かくては原告等の蒙る損害は益々重大で,
これを無視してもいい程公共の福祉が大であるとは到底考え られない。」
としてその主張を排斥 したのである。適法な手続により正当な課税を受く
べき権利を租税法律主義(憲法第84条)と法の下の平等(同 第14条)に基
づく基本権のひとつとして構成したこと,被告の不利益は県税収入が減ず
る(これとても,もともと徴収しえなかったものである)だけであること,
かかる処分に本条を適用すれば,税法上の違法処分に対する救済の途が閉
ざれることなどを指摘 して本条の適用を排斥したことはもとより正当であ
る8)。なお,控訴審判決[四]が,本 件条例の制定にあたって慎重な配慮
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を加 えておればかか る暇疵 の発生を事前 に回避 しえたか の ような判示を し
てい る点 も注 目され よ う9)。
[五]高 松高裁昭和31年3月10日判決(行 裁例集7巻3号524頁)
税 を滞納 した ために,そ の所有す る工場宅地建物 を公売 処分 に付 された
が,当 該 公売 処分手続 に国税徴収法,同 施行 規則違反 の違 法な暇疵があ っ
た事例であ る。国税局長は,買 受 人が ただちに巨費を投 じて整地 し建物 の
移築,又 は取殿 しを行な って現 に新 たな生産に従事 してい るた めに原状 回
復 は不可能 であ り,仮 に公 売処分が取 り消 され ると,国 税局 長 と補助参加
人(競 落会社)は 元 の形 に再建す るために相当の損害 を蒙 り,こ れは国民
経済 上甚 しい損害 で あって,公 共 の福祉 に適 合 しない として本条 の適用を
主張 した。 しか しなが ら,判 旨は,国 税徴収 法施行 規則の定め る公売 期 日
前10日間 の法定期間が納税者保護 のための規定で あ ることを重視 し,こ れ
に5日 間不足 した公売期 日の公告 とその他 の暇疵 を合 わ せ,「重大 な違 法
性」を も'った処分 であ ると認定 して 本条 の適用を認 めなか った。
[六]最 高裁③ 小法廷 昭和32年4月30日判決(最 高裁民集11巻4号666
頁)
本件は,田 畑それぞれ 二反 弱を 耕作す る夫 と同居 して その農作業 の手伝
いを しなが ら地 区の婦 人会長等 の社 会活動 を していた妻に対 して,町 長が
行 な った町民税均等割300円の賦課処分 の取 り消 しを訴 求 した ものであ る。
一審(鹿 児 島地裁昭和29年7月16日判決 税資22号357頁),二審(福 岡高
裁 宮崎支部昭和30年6月6日 判決 税資22号484頁)とも に,妻 の行為は
夫 の農耕 の単 な る補 助であ って,所 得の根源 とな るべ き稼動 行為を した も
の とは認 め られない として その請求を認容 した。上告審 においで も,こ の
点 の判断はそ のまま維持 され,原 審 において本件 の賦課処分を取 り消 した
こ とは正 当で あ ると判示 してい る10)。また,上 告審にお いて再度上告 人町
長に よって主 張 された,同 人 の所得 の半額 以下 の者 で さえ均等割を賦課 さ
れてb・る実状 に照 して他 の納税者 との均衡 を失 し,そ の賦課 処分 を取 り消
された場合には 行政上公平,妥 当を失 し公共 の福祉 に適合 しない とす る事
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情 の抗弁 に対 しては,「町は単に特定人 に対 し特定 年度 の 町民税収 入を失
うにす ぎないか ら,そ れが直 ちに公共 の福 祉に反す る といい得な い ことは
い うまで もない ところで あ って,原 審 が行政特例法11条を適用 しなか った
ことは正 当であ る」 としてい る11)。
ところで,税 法関係事件 につ いては,こ れ までみて きた とお り,特 例 法
11条の適 用を認めた判決はわず か1件 しかな く,こ れ もその後 の上告審 に
おいて否定 され てい る。租税法律主義 の原 則,税 務行政 の覇東 行為性 な ど
か ら税法関係事案は他の訴訟類型 に比 して事情 判決が よ り適用 しに くい分
野であ るといわれ る12)が,特定人 に対 す る課税 処分 ではな く,課 税 の根拠
法が違 法(違 憲?)で あ って,全 国的 あ るいは当該地 域 の全地方 住民 に対
して違法 の効果 が及び,か つ結局は同一処分が繰 り返 され るよ うな場合 に
は本条 の適用 を認 め,当 該 処分 を取 り消 さず になん らか の損害賠償 で救済
す るとい うこと も考え られ るし23),違法な公売処分 に よって第三 者の手に
帰 した財産 が他 の物 を以 って代え得な い公共 の福祉 のた めに使用 され てい
る場 合の公売処分 の取 り消 し請求 の場合14)等にも本条 の適用が予想 され て
いる。
しか しなが ら,税 法関 係 の事案 に事情判決を適用す るこ とは,本 来そ の
趣旨に もとるもので あ ることを忘れ るべ きではないで あろ う。
② 農地 買収関 係事件
農地 買収 に係わ る処 分に違法 な毅疵 があ って も,事 情の抗弁 がな され る
とその半数以上が特例法第11条の適 用を認 めてその請 求を棄却 してい るこ
とが この訴訟類型 にお け る特 色であろ う。
① 事情 判決 の適 用を認 めて請求 を棄却 した 判決
[2]広 島高裁昭和24年5月9日 判決(行 裁 月報22号77頁)
[3]広 島高裁昭 和24年6月9日 判決(行 裁月報22号107頁)
[4]神 戸地裁 昭和24年10月25日判 決(行 裁 月報23号69頁)
[5]神 戸地裁 昭和25年2月20日判決(行 裁 例集1巻2号298頁)
[6〕 甲府地裁 昭和25年5月23日判決(行 裁 例集1巻7号962頁)
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[7]広 島高裁 岡山支部昭和27年7月18日判決(行 裁例集3巻6号118頁)
[8]山 口地裁昭和28年12月3日判決(行 裁例集4巻6号1506頁)
[9]山 口地裁昭和31年3月1日 判決(行 裁例集7巻3号363頁)
[10]津地裁昭和31年】2月5日判決(行 裁例集7巻12号2923頁)
② 原 告の請求を認 容 して事情判決 の適用を否定 した判決
[七]東 京高裁 昭和23年12月22日判決(行 裁 月報6号17頁,判 例大全公
法編118頁)
[八]仙 台地裁 昭和25年1月11日判決(行 裁例集1巻1号79頁)
[九]横 浜地裁 昭和28年7月17日判決(行 裁例集4巻7号1779頁)
[十]最 高裁大 法廷昭和29年7月19日判決(最高裁民集8巻7号1387頁)
①の事情 判決の適用を認 めて請求を棄却 した判決 の事情 の考慮 につ いて
の理 由をみ ると,単 に公共 の福祉 のた めに取 り消す ことが相 当でない とす
るもの[2][3],取 り消 した後 に適 式な処分が な され て も同一 の結果を
生ず るとす るもの[4][5],処 分 に存在 した暇疵が取 り消 さなければな
らないほ ど重大かつ根本的 な ものでない とす るもの[6][7][8][9],
平穏 ・公然 ・善意 ・無過失 の第三者 に不測 の損害 を与 え ることにな るとす
るもの[10]などであ る15)。全体 として 自作農創設の急 速な実現だけが公
共 の福 祉であ るとす る当時 の特殊な社会状 況に規定 された判断 とみ ること
がで き ようが,農 地改革は全国的規模 で行なわれたのに,事 情判決を適用
した裁 判例が[6]の 甲府地裁 のそれを除 くと全て関 西 ・中 国地方に集中
してい ることは何か奇異な感 じが しないで もない。
なお,[2][3][4][5]の 判決 はいずれ も,行 政庁 の側 の特段の 事
情の抗弁が ないに も拘わ らず,裁 判所が職権 に よって特例法11条を適用 し
た ものであ ることに も注意 しておかなけれ ぽな らない16)。
② の原告 の請求を認容 して事情判決 の適用 を否定 した判決 の理 由は,行
政庁 が処 分の相手方を誤 った よ うな重大 な違 法処分 の取 り消 しを求め る訴
えには本条 の適 用がない とす るもの[七],知事の した農地 の転貸借解約 に
対す る不法 な不許可処分 の取消訴訟継続中に,知 事が右農地 の買収及び売
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渡 しの手続 を終 了 して も,か か る事情を考慮 して本条 を適用す ることは,
同 じ行政庁に よって不服 申立の権 利を奪われ る結果 とな るために認め られ
ない とす るもの[八],行政庁 の処分に重大 かつ根本的な暇疵が存在す る場
合には本条は適用 され ない とす るもの[九 コ,単に一般 的に農地 買収は公共
の福 祉のためになされ た もので あ るとす るだけで,そ の理由を明示 しない
で本条 に よって請求を棄却す るこ とは違法であ るとす る もの[十]([2]
の上告審 判決)な どであ る17)。〔ただ し,本 件におけ る行政庁 の 違 法な 処
分の暇疵 につ いては,違 法行 為の転換(Konversion)の理論を適 用 して
是正 され た もの としてい る18)〕。
ところで,直 接に11条の適 用が問題 とな った事例ではないが,農 地買収
に係わ る事件につい て最高裁 は,一 方 で,買 収処分後3年4ヵ 月を経てな
された同処分の職権 取 り消 しを違法 と判示 し(最 高裁③ 小法廷昭和33年9
月9日 判決 判例時報162号14頁),他方 で,買 収 目的地 の一 部が買収適格
を欠 くこ とが 明 らかに された場 合には,職 権に よって買収 及び売渡処分の
全部を取 り消す ことは適法であ ると している(最 高裁①小法廷昭和34年1
月22日判決 判例時報175号12頁)。善意 の第三者の保護 を図 りつつ も,買
収処分及び売渡 し処分の公平 ・妥当性を維持す ることが公益 に副 うとす る
最高裁 の考え方が看 取 され る。 その意味では,[十]判決が農地買収 処分の
取 り消 し請 求につ いて違法 行為 の転換の理論 を用い ることに よ り,事 情判
決を下 さなか った ことは評価 で きよ う。
(3)土地改良関係事件
[11]高松 高裁昭和30年4月30日判決(行 裁例集6巻4号1114頁)
[12]最高裁② 小法廷 昭和33年7月25日判決(最高裁民集12巻12号1847頁)
この二判決は,知 事の行な った土地改良区の設立認可処分 の前提 として
の土地改良法8条4項(現 行6項)の 定 める書類の縦覧期間 が 法 定 期間
(20日以 ヒ)に 満た なか った暇疵 があ るとして,そ の設立認可処分の取 り
消 しを訴 求 された同一事案に対す る判決である。一審判決(徳 島地裁昭和
28年12月9日判決 行裁例集4巻12号3273頁)は,この縦覧期間の不足 を
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2日 と認定 し,こ の程度の暇疵は処分 の無効又 は取 り消 しの事 由 とはな ら
ない と判示 した。 これに対 して両判決は,そ の不足 を10日と認定 し,か か
る違法は設立認可処分を して 当然無効 とな し うる程で はない が,な お取 り
消 し事由た る暇疵 に該 当す る とした。 しか しなが ら原告 の取 り消 し請 求に
対 しては,「知事が した 土地 改良区設立認可が 違法で あ って も,事 業実 施
の経過 に照 らし,右 認可 を取 り消す ことに よ り,多 数 の農地,多 数 の人 々
について生 じた各種 の法 律関係お よび事実状態 を一 挙に覆滅 し去 る よ うな
ことは,著 しく公共 の福祉 に反 す るもの と して特例 法11条に よって請求 を
棄却すべ きであ る」(要旨)と判示 した。 とくに[12]判決は,特 例法11条
の適用 を正 当 とした初の最高裁判決 として注 目され,か な りの好意を もっ
て迎 え られた よ うである19)。しか しなが ら,少 な くとも20日間の縦 覧期間
を有す ることが法律上設立認可 を有効 な らしめ る要 件で あ り,か か る要件
を欠 く処分 には重大且つ 明白な暇疵 があ り,当 然無効 と解 すべ しとす る批
判20),処分を取 り消 さない こ とに よって生ず る原告の損害,違 法処分を放
置す ることに よって,当 然 生ずべ き公共 の福祉の侵害につい て も言及すべ
しとす るもの,仮 に被告 に よる事情の抗弁 がないのに本条を適用 した とす
れば問題があ ること(職 権探 知を認 め る旨の規定がな い)21),判示 に い わ
ゆる請 求棄却 の場 合に常 に損害 賠償 の請 求を認容 しなければ な らない とい
う趣 旨でない こ とは一般論 としてはその通 りであるが,果 た して本件に お
い て原告 に損害 が発生 していなか ったのか ど うか,な どが問題 として残 さ
れ るであろ う。'1
(4)その他の 事件
① 事情 判決 の適 用を認 めて請求 を棄 却 した判決
[13]京都地裁昭和23年11月15H判決(行 裁月報12号128頁,判例大 全
公法 編117頁)
[14]青森地裁昭和28年6月15日判決(行 裁例集4巻6号1506頁)
[15]仙台地裁 昭和35年2月29日判 決(行 裁例集11巻3号703頁)
② 原告 の請求 を認容 して事情判決 の適用 を否定 した判決
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[±]青 森地裁 昭和24年9月19日判決(行 裁 月報20号106頁)
[十]京 都地裁 昭和24年11月16日判決(行 裁 月報20号189頁)
[吉]京 都地 裁昭和30年3月5日 判決(行 裁例集6巻3号728頁)
[茜]佐 賀地裁 昭和37年3月20日判決(行 裁例 集13巻3号337頁)
まず,[13]は,地方議会 の行 な った議 員除名処分 に些 少 の 違 法な蝦疵
が存在 したが,当 該議 員の非 行が著 し く,一 般町 民 も除 名を当然 としてそ
の復帰を望んでい ない こと等 を理 由 と して,本 件除 名処分 を取 り消す こと
は公共の福祉に適合 しないた め特例法11条を適用すべ し と判示 した。同判
決に関与 した平峯 判事は,「判決 の認定 し た 違法 の事実 は,法 律上 違法に
まで高め られない,単なる処分 の過程 に おけ る微細な 欠点にす ぎない」22)と
述べてい るが,果 た して議員た る資格を失わせる除 冬処分の暇疵 について
は如何 なる程度の ものであれ か よ うに解す ることには疑問があろ う。む し
ろ反対に,議 会の権 威や町民 の一般的期待が公共 の福祉 の内容をなす とし
て安易 に これを拡大す る思考 こそ問題 とされ なけれ ばな らないであろ う23)。
[14]判決 は,・町議会が,町 議会議 員に対 して,同 町外へ の住 所移転 に
伴 う被選挙権 の喪失 を理 由に地 自法127条に 基づ き行な った議員無資格の
決定 に,委 員会審査 を経 ない違 法な暇疵が ある としてその取 り消 しが訴求
された事案 であ る が,「原告 の住所 が本件決定 当時 もその後におい ても同
町にないのであるか ら,本 件決定 を取 り消 して も,徒 に被告町議会 を して
同 じ決定を反覆せ しめる結果 を招 来す るにす ぎないか ら」特例法11条を適
用 して請求 を棄 却す るとしている。本件決定 を取 り消 して もそれに よって
失われ る公共の利益はほ とん どない とすれば,む しろ議会の議 事手続 の適
正 さを保持 す ることこそ重要 であろ う24)。
[15]判決は,公 務員 の 解職 処分を違法 と認定 しつつ,原 告 が退職金の
大半を受領済 であ ること,原 告の退職 によって職 場が円満 に保たれ てお り,
かかる職場 の平和が原告 の復職 に よって失われ る恐 れがある ことを理 由に
事情判決 の適用 を認 めた事案 であ る が,「たかが一公務員の復職 に よる職
場の平和の乱 れが,権 利救済 を拒否 しなければな らないほ どの公共 の福祉
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に当たるとはいい難い」25)とする見解の方が むしろ説得力をもっている。
右の三判決は,特定の財産権の侵害が問題となるケースと比較してあまり
にも安易に事情判決を適用したものと評しえよう。事情判決本来の趣旨と
して構想された訴訟類型にも属さないこともちろんである。
これとは反対に,[±]の 選挙管理委員の選任手続に重大な暇疵がある
以上,当 該選挙管理委員会によってすでに執行された選挙があったとして
も,その選任を取 り消すことが直ちに公共の福祉に反するとは言い得ない
として,取 り消しによって各種選挙における投票もしくは当選の効力に重
大な影響を及ぼし到低収拾することができない混乱を惹起し,延いて公共
の福祉を殿害すること甚しいとする被告側の事情の抗弁を排斥した判決が
注目される26)。本件は市の選挙管理委員の選任手続の暇疵が問題とされた
ものであるが,被告の事情の抗弁には,後の衆議院議員定数配分規定違憲
訴訟における判決理由とほぼ同一の 「公共の福祉」が看取されて興味深い。
[±]は,適用すぺきでない規則を適用して町会議員を懲罰(出席停止)
に付した違法な議決は,本件原告が判決前にすでに勝訴したかのような印
刷物を作成宣伝する不謹慎な行為があり,さらに懲罰が全員に近い多数の
賛成者ある議決であっても,これを取 り消すことは公共の福祉に反するも
のではないとして事情判決を下さなかった事例である。
[圭]は,有名 な旭丘中学事件第一審判決であるが,市立中学校教員三
名がいわゆる偏向教育を行なったとして教育長から転補処分を受け,速か
に転任すべき旨の職務命令を受けながらこれらを拒否したため教育委員会
から懲戒免職処分を受けるに至ったためにその取 り消しを求めたものであ
る。裁判所は,非公開の会議でなされた教育委員会の本件懲戒免職処分の
議決を違法と認定し,処分取 り消しによる全国の教育界に及ぼす影響,教
育委員会に対する信頼感の失墜,教育委員会の人事権の弱体化等の事情の
抗弁 を しりぞけ,「被告の責任問題は,違法の行政処分をした行政庁の負
うべき当然の責任であるから,これを公共の福祉に転嫁 して個人の不利益
の救済を拒否することは許されない」と断定 している。また,[十四]は,
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地方議会解散請求者の署名簿における署名の効力に関する訴訟は,単に個
々の署名の効力を対象としてその効力を確定することを目的とするもので
あるから,本件訴訟においては,特例法11条1項を適用する余地はないと
判示している。選挙管理委員の選任,議員の懲戒の議決,教員の懲戒免職
処分,議会解散請求の署名簿への署名の効力等eこついてそこに何らかの違
法な暇疵がある場合には,む しろかかる違法な処分によって権利を侵害さ
れた者の取 り消し請求を認容して権利の回復を図るべきであり,右の各判
決例では事案を仔細に検討 して 「公共の福祉」の内容を限定 したことは評
価されよう。もとより各事案は,本来事情判決の適用されるべき訴訟類型
ではないのである。
1)昭 和24年までの適用例 の検討 につい ては,平 峯隆 「行政事件訴訟特例法第11
条第1項 につ いて(2×3)」税法学3号20頁以下,同4号6頁 以下,昭 和46年4月
ま での適用例 の検討(従 って,現 行法下の判決1件 を含む)に ついては,佐 藤
英善 「行政事件訴訟法第31条論(1)」早稲田法学47巻3号1頁 以下が詳 しい 。な
お,筆 者の調査に よれぽ,特 例法下 で第11条の適用を論 じたものが総計32件,
この うち本条を適用 して取消請求を棄却 した ものが半数の16件(最高裁1件,
高裁6件,地 裁9件 一 同一事件を含む)で ある。
2)平 峯隆 ・前掲論文⇔ ・13頁は,基 本条例に基づ く課税権は何 らの暇疵 な く成
立 していたのであ るか ら 「取 り消 しうべ き行政行為」である と考え るべ きであ
るとす る。行政行為の無効 と取消につ いては,遠 藤博也 『行政行為の無効 と取
消』 が詳 しい。
3)こ の点が 当然上告理由のひ とつ とな った 。田中真次発言 『逐条研究』419頁。
4)『 逐条 研究』418-9頁の各発言参照。
5)同 上,平 峯隆 ・前掲論文⇔ ・13-5頁。平 峯論文 が,個 別的効力説を とれば
混乱は まった く生 じないと指摘 してい る点 も注 目してお く必要があろ う(同 ・
15頁)。
6)雄i川一郎[本 件評釈]判 例研 究4巻2号152頁以下,磯 崎辰五郎[本 件評釈]
民商 法雑 誌28巻5号37頁以下参照。
7)佐 藤英善 ・前掲論文 ・6頁 。
8)同 旨 ・平峯 ・前掲論文⇔ ・16頁。
9)佐 藤英善 ・前掲論文 ・19頁。
10)岩崎政 明 「課税物件の帰属く2ト 農業所得の帰属 の 判定」(金子宏編 『租税
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判例百選(第 二版)』所収)56-7頁。.
11)須貝脩一一[本件評釈]民 商法雑誌38巻4号84頁以下,荒 秀 「事情判決」(『租
税判例百選』 所収)234頁は 本件判旨を 正当と評す る。ただ し,佐 藤英善 ・前
掲論文 ・10頁は,「個 々の謀税処分と税収 あるい は 税の支出 とを一応 分離 して
判断 してお り,こ の点 も妥当な判断 と云 ってよいであ ろ う。」 と しているが,
そ こまで読み込 め るか否かにつ いては疑i義もあろ う。
12)荒秀 ・前掲論 文 ・235頁。
13)荒秀 ・同。
14)平峯隆 ・前掲論文⇔ ・8-9頁。
15)平峯隆 ・前掲論文(⇒・31-3頁,佐藤英善 ・前掲論文;23-37頁参照。
16)平峯隆 ・前掲論文⇔ ・32頁。
17)山本正太郎[本 件評釈]民 商 法雑誌31巻6号41頁以下は,判 旨をいずれ も正
当 と評価す る。
18)佐藤英善 ・前掲論文 ・6頁 。
19)例 えば,磯 崎辰五 郎[本 件評釈]民 商 法雑誌40巻3号108頁以下,田 中真次
[本件評釈]法 曹時報10巻9号108頁,小沢文雄 「事情判決」(r行政判例百選
(新版)』271頁,同〈増補版>221頁,同il416頁),佐藤英善 ・前掲論文 ・10-
12頁,阿部泰隆 「事情判決」(同 『行政救済の実効性』所収)303頁な ど。
20)磯崎辰五郎 ・前掲注19)113-4頁,反対i佐 藤英善 ・前掲論文 ・12頁。
21)小 沢文雄 ・前掲注19)のll・417頁。
22)平 峯隆 ・前掲論文⇔ ・33頁。
23)同 旨 ・田中真 次発言 『逐条研究』417頁。
24)佐 藤英善 ・前掲論文 ・28頁。'
25)阿 部泰隆 「事情判決」304頁。
26)平 峯隆 ・前掲論文⇔ ・33頁は,税 法関係事件を除 く昭和24年末 までの9件 の
事案の中 で最 も難 しい事案 である と し,「選挙関係の法律問題を十 分に研究 し
た上でなけれぽ,本 条 のみ の理解 だけでは,判 断がつかない。」 と述べている。
3.行 政事件訴訟法下の判決
特例法下 にあ っては,そ の施 行直後か ら事情 判決を下 す裁判例が登場 し,
数種 の訴訟 類型 にわた って総計16件を数えるに至 った ことはすでに述べ た
とお りである。そ して,か か る裁 判例 のかな りの部分については,特 例法
11条の規定 の本来の趣 旨を こえ るとす る有力 な批判があ り1)一・もっとも,
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最高裁判所が事情判決を下 したのは,土 地改 良法に基づ く知 事の土地 改良
区設立認可処分の取 消請 求を棄却 した1件([12])だけであ った ことは,
ここで確認 され ておいてよい一一 また,そ の適用 にあた って解釈 上種 々の
疑義 も生 じていたた め,こ れを さらに限定 的に明確 化す るた めの改正が な
されて現 行法の よ うな規定 とな ったので あ る2)。この改正 の趣 旨が徹底 し
たためであろ う,行 政事件訴訟法施行(昭 和37年10月1日)後昭和42年12
月末 までの5年 余 の期 間は同法31条を適用 して事情判決 を下 した裁判例 は
あ らわれていないが3),その後今 日まで,次 に述べ るよ うな数件 の適用例
があ らわれて きてい る。
(1)換地 処 分,土 地収用裁決 の取消請 求 を棄却 した裁 判例
[16]長崎地裁昭和43年4月30日判決(行 裁 例集19巻4号823頁)
本件 は,現 行法下初の事情 判決の適用例 であ り,そ の後 に引 き続 く同様
の事案 につい ての先例の役割 を果た した もの として 重要 であ る。そ こでは,
処分の取 り消 しに よって生ず る 「公 の利益 に著 し い 障害 を 生ず る場合」
(逆にいえば,処 分 を取 り消 さない こ とに よって維持 され る公共 の福祉 の
内容)や,違 法な処 分を取 り消 さず に維持す ることに よって原 告の蒙 る具
体的損害やその墳補 の可能性 につ いて,か な り具体的 に説 いてい るので,
ここでは少 し詳 しくみ てお きたい。
〈処分の違法性〉、「上地区画整理法第89条第1項 には 換地 計画 において
換地を定 める場合には,指 定 され る換地 が従前の宅地 とその位置,地 積,
環境等 において照応す る よ うに定 め られなけれぽ な らない旨規定 されてい
るが,(こ の ことは)道 路の新設,拡 張 を伴 う減歩換地の場合 に は 極 めて
至難のわ ざで あって,技 術 的に不可能 であ り。 多 少不照応の点 がある とし
てもその ことだけを もって直 ちに当該換地処分が違法で ある とい うこ とは
できない 。しか しなが ら,か かる場 合であって も,近 隣の土 地所有者の う
ち一部の者のみが著 しく有利 に取扱 われ,そ の結果他の者の換地だけが照
応の要件を欠 くよ うな不合理 な結果を生 じた場合には,地 積減少に よる制
約や技術 的制約のために容認 され うる限度 を越 えた もの とな り・法の規定
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に違反した違法な処分となる。……長崎県知事が,福江都市計画事業火災
復興土地区画整理事業の一環としてした,Xの 所有する宅地85.95平方 メ
ートル(26坪)に換えて別の地番の宅地76.16平方メートル(23.04坪)を
換地として指定 した本件換地処分は,かかる場合に該当し違法な処分であ
る。」(要旨)
〈事情の抗弁〉 「仮に原告に対する換地指定処分が違法で取 り消し得 べ
きものであると認あられるとしても,一の換地指定処分の取消しの結果は,
前記の如 く換地計画の全面的修正を余儀なくされ,原告以外の第三者に適
法になされた換地指定処分の全面的無効をも招来し,収拾すべからざる事
態を招き公の利益に著しい障害を生ずることになるから,行政事件訴訟法
第31条第1項 により棄却されるべきである。」(要旨)1
〈判旨〉 「その周辺の土地一帯 は本件土地区画整理事業による換地処分
がなされて既に軒を連ねて建物が建ち並び一大商店街を形成していること
が認められるから,本件処分が取 り消されると,その影響するところはひ
とり原告に対する換地のや り直しとなるに止まらず,換地計画全体の修正
を余儀なくされ,その結果,適法であるとしてその換地上に形成された多
数の第三者間に生じた法律関係および事実関係をも一挙に覆滅 し去ること
にもなり,公共の利益に著しい障害をもたらすことは明らかである。一方
これに対して原告が受ける具体的な損害は,換地上に所有し賃貸している
建物の賃料が従前より減少したことによる月3,000円の損害に過ぎず,賃
料以外の損害が考えられるとしても,処分取消しによって多数の者が蒙る
損害や社会経済的損失に比べると比較的僅少であり,しかも右損害は被告
の属する公共団体 よりの金銭賠償の方法により十分補娯され得るものとい
うことができる。……以上のような換地処分取消によって生ずる公共の損
害ならびに換地処分により原告の受ける損害の程度,その損害の賠償の程
度,方 法その他一切の事情を総合して考えるとき,本件換地指定処分は違
法であるけれども,これを取 り消すことは,公共の福祉に適合しないと認
めるのが相当である。……(従って)前記換地指定処分は違法であ るが,
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前記の如 く,・本件換地処 分を取 り消す ことは公共 の福 祉に適合 しない と認
めるか ら,そ の取 り消 しを求 め る原告 の本件請求 は行政 事件訴訟法第31条
第1項 に則 り棄却す べ きである。訴訟 費用 の負担 につ いては,本 件は実質
的に原告勝訴 の場 合に当 るので民事訴訟 法第89条,第92条但書 を適用 して
主文の とお り判決する。」(要旨)
[17]名古屋地裁昭和47年5月24日判決(行 裁例 集23巻5号322頁,訟
務月報18巻8号1283頁)..
〈判旨〉 「土地改 良法 に基づ いて知事 の し た 本件換地 計画変更認 可処 分
は無効 とはいえ ないが・ なお違 法 な処分 と して本来 これを取 り消す ぺ きも
のでは ある。 しか しなが ら・既 に右処分後約5年 を経過 しておρ,… …該
土地改良区の本件換地計画 にか かる地 域は少なか らず,建 物 が建 ち並 び市
街化の様相 を呈 し始 めてい るこ とが認 め られ るか ら,右 処分が取 り消 され
ると・本件 換地計画全体 が改 めて修正 を余儀無 くされ,そ の結果,本 件認
可処 分が適法 である として・そ の上に形成 された多数の第三者間 に生 じた
法律関係或いは事実状態 に多大 の影響を及ぼす ことは明 らかであ り,他 方,
…・・認定 した事実に照 せば,原 告に換 地不照応 に よる損害 が考え られ ると
して も・それは右認可処分が取 り消 され ることに よって多数 の者 が蒙 るで
あろ う損害 や社会経 済的損失に比べれ ば比較 的僅少 であ り,し か も原告 の
右損害は金銭賠 償の方 法に よ り補填 され 得 るもの とい うことがで きるので
あ り,こ の よ うに,本 件 認可処 分を取 り消す ことによって生ず る公共 の損
害な らびに右処分 に より原告の受け る損害 の程度 お よびその賠 償その他一
切の事情 を考慮 す る とき,本 件認可処分 を取 り消す ことは公共の福祉 に適
合 しない と認 め られ る。 以上の次第 で,そ の余 の点 を判断す るまで もな く
本件認 可処分 は違 法であるけれ ども,… …行政事件訴訟法第31条第1項 に
よ り,これ を棄 却す る。」(要旨)
[18]大阪地裁昭和57年12月24日判決(判 例時報1078号64頁)
〈事案の内容〉 本件 は,旧 都 市計画 法(大 正8年 法律第36号)及び旧耕
地整理法(明 治42年法律第30号)に基づ く土地区画整理 事業 に よる仮換地
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指定処分の取消処分及び換地処分の無効を争ったものであり,この間には
権限庁の各種処分も積み重ねられ,また,原告は,別件の民事訴訟(土地
明渡請求訴訟)に全面的に勝訴(大阪地裁昭和30年8月25日判決,被告の
上告を棄却する最高裁昭和34年6月26日判決によって確定)し た後に特例
法に基づいて提訴(甲 乙二件)し ており,事案の内容はきわめて複雑であ
る。そこで,ご く大雑把に事案の内容を整理すると、①被告の土地区画整
理組合は前記旧法に基づいて設立された組合であり,昭和18年11月に係争
の土地を含む地区の仮換地指定処分を行なったが,昭和24年3月に右仮換
地指定処分を職権で取 り消 し(本件取消処分)一 これにより,本件施行
地区の全域は自創法3条 による買収の対象から除外される地域であるとす
る大阪府知事のした翌4月30日の指定処分によって,本件施行地区の土地
は自創法による買収を免れた一 提訴された直後の昭和35年3月に,改め
て本件施行地区の全域に亘って換地処分(本件換地処分を含む)を行なっ
た上同組合を解散した。②原告は,本件施行地区内に土地を所有し,右組
合の組合員であった者であり,従ってその所有地も当然に右各処分の対象
となったのであるが,最終的な本件換地処分による減歩率はそれぞれ約80
パーセント㈲,約70パー セソ ト偽に も及び,他 の組合員に比較して著しく
大きなものとなったために,上記各処分の無効確認を求めて提訴したので
ある。そして,被告の本案前の主張の一部を容認して,原告がすでに売却
した換地の一蔀については訴求すべき法律上の利益がなくなったとして却
下 したが,「もっとも,このように訴えが却下されると,その関係では,
本件取消処分の無効確認の利益もなくな り,これについても却下せざるを
えないところ,訴えが却下される土地の範囲と本件仮換地指定の土地の範
囲との重なる部分の特定ができない。したがって,このことを度外視して
本案の審理をすることにする。」として,本件仮換地指定処分 の取消処分
と訴えを却下した部分を除 く本件換地処分の違法性についての判断を示す
た至ったのである。
〈処分の違法性〉 「本件仮換地指定処分の取消処分は 行政処分の撤回に
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当た るが ・ これ は 自創法3条 に よる買収処分 を免れ るためにな され た もの
で・旧法 の定 め る組 合設立の趣 旨に も合致 しない脱 法行為 である。……本
件取消処分は ・もとも と公益上の必要性 もな く・ また・それに よって原 告
らの被 る不利益を度外視 してなされた点 で取消(撤 回)が 許 され ない場合
に該 当 し・… …重大 且つ明 白な蝦 疵があ る・本件換地処 分について も,右
の無効 な取 り消 し処分 を前提 と してい ること・照応 の原則(旧 耕地整理法
30条1項)に違反 し・原告 らの減 歩率が他 の組 合員 と比較 して,異 常に高
くなってい ることのいずれ に も重大且 つ明白な暇疵 がある。」(要旨)
〈事情判決 の心 要性〉 「(本件各 処分を前提 に)土 地 の権利関係,利 用関
係が今 日まで20年以上 の長年 に亘 って築かれ て きた。 本件仮換地指定 の取
り消 し(撤 回)処 分 が無効 になる と・被告組合 としては約2万4,000平方
メー トルについて本換地 を進 めなけれ ばな らな くな るが,そ の よ うな こと
は(本 件施行地区の全域 は・民家 の建 ち並ぶ一大住宅地 を形成 してお り)
現在法律的に も事 実的に も不可能であ る。つ ま り、権利 を えた者 は,取 得
時効を援 用 して対抗 す るだ ろ うし,土 地 上に建 て られ た建物 を収去す るに
は・莫大 な経済的損失 を招来す る ことにな る。 したが って,原 告 らと して
は・被告組 合に対 し・損害 賠償を請 求す ることで満足すべ きであ り,そ の
うえ,原 告 らは,本 件換地 の一部 を他 に売却 して利益をえ ているのであ る。
この よ うなわけで,本 件各処分 が無効 である ことが確認 され ると,公 共 の
利益 に著 しい障害を もた らす ことが明 らか であるのに対 して,前 記無効 な
各処 分に よって原告 らが受 ける具体的損害は,各 処 分の無 効確認 に よって
多数 の者が被 る損害や社会経済的損失 に比べ る と,よ り僅 少である といえ
る。以上の ことや,と りわけ本件が,我 が国の戦後の一大 変革 である農地
改革を背景 としてい る こと,本 件提訴以来既 に20年以kも 経過 しその間の
社会的経済的事情が著変 した こ と,本 件施行地 区が広大であ り,利 害関係
のあ る者が多数であ るこ と,原 告 らが本件換地 によ って取得 した土地 の一
部を転 売 して いること等 を考慮 した とき,本 件取消処分及び本件換地 処分
の無効を現時点で確認 す るこ とは,公 共の福祉に適合 しない といわなけれ
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ばならない。」(要旨)
〈無効確認訴訟と事情判決〉 「なお,行訴法は無効確認訴訟 に 同法31条
1項の規定を準用する旨の規定を設けていない。しかし,行政処分の無効
事由も取消事由もともに違法性の程度の差にすぎず,重大且つ明白という
極端な違法があっても,すでに既成事実が積み重ねられた結果,それを覆
滅することが公の利益を害する場合がある。したがって,無効確認訴訟で
も,同項に含まれている一般的な法の基本原則に従って,事情判決ができ
ると解するのが相当である(最判昭和51年4月14日民集30巻3号223頁参
照)。」(傍点筆者)
本判決は,無効確認訴訟について,後述の選挙無効訴訟において用いら
れた 「-r般的な法の基本原則」を選挙訴訟以外の訴訟に援用した最初の判
決ということになろう(選挙訴訟についての最高裁の判旨を事情判決の適
用例として理解すれば,本判決は,選挙無効訴訟以外の無効確認訴訟に事
情判決の法理を準用した最初の判決といえよう)。なお,判決全文からは,
被告がとくにかかる法理の適用を求めた旨の記述は看取されない。おそら
く,審理の過程でかかる主張がなされたものと推察されるが,も しそ うで
ないとすると,裁判所が職権で判断したという別の問題も生じてこよう。
[19]大阪高裁昭和58年9月30日判決(判例タイムズ515号132頁)
〈事案の内容及び処分の違法性〉 電力会社(本件の補助参加人)が県収
用委員会の収用裁決を得て係争の土地を含む付近一帯の土地所有権を取得
して送電用の変電所施設を設置し,さらにその処理能力を拡大するための
新設工事を継続中であったところ,右収用裁決には,地番を間違えたこと
による原告らの土地所有権の侵害があったとしてその取 り消しが訴求され
た。そして,裁判所は,本件裁決には,起業地の範囲外および使用部分の
ケちの一部の土地を収用した点において違法があると認定 した。ただ,違
法とされた収用土地の部分は,変電所の設備それ自体の敷地ではなく,そ
の土手,擁壁の一部として利用されているにすぎないものであること,原
告らもとくにその土地自体を必要とする積極的な主張をしていないことな
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どが特徴といえばいえるが,いずれにしても,原告らは私企業の利益が公
共の福祉に転化することはありえず,これを取り消すことこそ公共の福祉
に合致し,裁判の拒絶にあたる事情判決を下すべきでないと主張した。
〈事情の抗弁〉 本件は紀南地区電力需要の急激な増加に対応するための
緊急の必要に迫られて収用裁決を申立て,大規模な造成工事を行い,巨額
の資材を投入して諸施設を完成 し現在所期の機能を果たして稼動中であり,
本件裁決が取り消されると,その上に成立した事実上,法律上の効果が覆
滅され,公 の利益に著 しい障害を生ずるのに対し,本件裁決によって原告
らの被る損害は,軽 微で窮極においては金銭的賠償をもって満足しうべき
ものである。(要旨)
〈判旨〉 「(収用裁決が取り消されて)前示違法部分の土地を返還するこ
とになると大規模な改修工事が必要であるうえ,工事期間中の変電所の保
守管理及び変電所を稼動させたまま工事を行なうことになる大なる困難が
予想されるのに対し,原告らは本件裁決に基づく補償金を取得しているだ
けでなく,右部分の土地の返還にょってうける利益はわずかと推測される
ことを考えると,右=ヒ地部分につき本件裁決を取り消すことは公共の福祉
に適合しないと認めるのが相当である。」(要旨)
[20]広島地裁昭和59年10月17日判決(判例時報1153与150頁)
〈事案の内容及び処分の違法性〉 本件は,広島平和記念都市建設事業西
部復興土地区画整理事業において,広 島県知事が,事業計画の変更に伴い
発生した莫大な余剰地(未指定地)を処分するために,県有地に対して極
端な増仮換地の指定を行なった上,右県有地を一坪ないし二坪ごとに売却
し,買主に右増仮換地をそのまま換地としで指定することにより・約35・8
倍の増歩となる換地処分(合計607筆,約2万4,000坪)をしたために・右
増換地の交付を受けなかった者ら233名が,こ の点の違法のほか多数の違
法事由を主張 して換地計画及び換地処分全体の取り消し等を請求したもの
である。換地処分については,行政庁の側に比較的広い裁量が認められて
いるが,これまで述べてきたことにもみられるように,照応の原則(あ る
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いは,照 応 の原則 と公平 の原則)に 違 反す る処 分は無効等 の問題 を生ず る
とされ るσ 本件においては,と くに後者の公 平の原則違 反が問題 とされた
が,判 決 は,自 己に対 す る換 地処分 が平均 的取扱 いに比べ て不利 であ ると
い う構 成を とらず,他 人に対 して有利 な換地処 分がな されてい ることか ら
直 ちに原 告 らの換地処 分が違法であ るとい う従来 と異な った結論 の導 き方
を した4)。
〈判 旨一 事情 判決の必 要性〉 「前記認定 の よ うに,本 件整理 事業の進
展 に伴な い,昭 和27年当時 において も,既 に覆え し得ない よ うな種 々の権
利,利 用関係が生 じてお り,そ の後 に20年以上経た今 日においては,よ り
複雑な権利,利 用関係 とな ってい ることは容易 に推認 し得 るところであ る。
原告 らに対す る換地処分 を取 り消せ ば,本 件換地処分全体 の修正が必要 と
な る結果,前 記 の何十年 にわた って築かれ た権利,利 用関係を覆 え さざ る
を得 ない こととな るが,そ れは事実上不 可能 ともい うべ.く,公の利益 に著
しい障害 を生 ず るこ とは明 らかであ る。他方,原 告 らに対す る換地処分 を
存続 させ ることに よって,仮 に原告 らに損害 が存 した として も,右 公 の利
益 に対比 す ると僅 少であ るこ とは容易に推認 され るところであ り,そ の他
前掲 各証拠 に よって認 め られ る本件整理 事業の背景,経 緯等一切 の事情 を
考慮す る と,原 告 らに対す る換地処分を取 り消す ことは公共 の福祉 に適 合
しない といわなければな らない。」
なお,本 件 において も,被 告 の主張は(i体案前の却下,本 案についての
処分 の適 法性 を主 張す るのみで,と くに事情判決の適用 を求め る旨の抗弁
は判決文 の上か らは看 取 されない。従 って,職 権適用の一事例 とい うこと
が で きよ う。
(2)私鉄 特急料金 改訂認 可処分の取消請 求を棄却 した裁判例
[21]大阪地裁昭和57年2月19日判決(判 例時報1035号29頁,判例 タイ
ムズ462号55頁)
〈事案 の内容一 処分の違 法性 の認定〉 本件は,通 勤定期乗車券 を購入
して1ヵ 月の うち15日ない し20日近鉄 の特急電車に乗 車 してい る通勤 客 ら
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が,右 近 鉄の特急料金改 訂申請 を認 可 した陸運局長 の処分 につ いて,そ の
取 り消 しと,国 に対 す る損害賠 償を訴求 した事案 であ る。原告適格につい
ては,ジ ュース不当表 示に関す る最高裁判決(最 判昭53・3・14民集32巻
2号211頁)の事案 と異な り,地 方鉄道法21条1項が鉄道利用者 の保護を も
はか る趣 旨 であ ると してこれ を積極的 に解 した点が注 目され る。 本案 につ
いては,右 認可処分の適否につ いて と くに陸運局長 の処分権限 の存否を問
題 とし,本 件 の認可処分はそ の根拠 法令が戦時特別法であ って既 に失効 し
てお り,従 って,か か る法令 に基づ いて した本件認可処分は違法で あ ると
認定 した 。
〈判旨一 事情判決 の必要性〉 「しか し,本 件認 可処 分を,こ のこ とを
理由に取 り消す ことにす ると,利 用者 が1日10万人に ものぼ る近鉄特急 の
運行に多大 の混乱 を惹起す るぼか りか,特 急料金を徴収 してい る他 の私鉄
(名鉄,小 田急,西 武,東 部,南 海 な ど)に も影 響 を及ぼ しかねない。 こ
の ことは,行 訴法31条1項にい う 『取 り消す こ とに よ り公 の利益 に著 しい
障害 を生ず る場 合」 に該 当す ると しなければな らない。他方,原 告 らが本
件訴訟 を提 起す るに至 った端緒は,本 件申請 に関す る近鉄の資料を閲読 し,
本件申請 に対 し意見 を述 べ る機会を得 ることにあ っ た こと(中 略),原告
らの受 け る経 済的出損は,原 告 らの主張 どお りであ る'として も,1ヵ 月た
かだか金1,000円あてであ ること,陸 運局長 に委譲 す る 根拠 法の欠訣 は,
立法に よって解 決で きる問題であ り,こ の新法 に よって本件認 可処分 を遡
及的に追認 す ること も立法技術 的 に可能であ ること,以 上の ことやそ の他
本件に顕 れた一 切の事情を考慮 した とき,本 件認可処分を取 り消す ことが
公共の福 祉に適合 しない といわなければ な らない。」
「損害賠 償請 求につ いては,認 可処分にあた って陸 運局長に故意過失が
な く,ま た,職 務上の義務違反が あ った とす ることも無理であ る。従 って・
損害賠償請 求 につ いて は棄却 を免 れない。」(要旨)
本判決は,「公 の利益 に障害 を生ず る場合」 の認定 にあた っ て ・当該処
分が取 り消 され ることに よって直接生ず る影響のみな らず,他 の同種の処
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分に も及ぼす であろ う影響 を も考慮 してい る ようであ るが,こ れ らは不用
な要素 を考慮 した もの とい うべ く,公 共 の利益の内容をあ ま りに拡大 して
解釈 してい ると評 しうる。事情判決制度 の趣 旨をここ まで拡大 して解釈 し,
その本来 予想 され た訴訟類型 でない事案 に まで適用す る ことは厳 に慎 まな
けれ ばな らない。本件 のよ うな事案 に まで これ を適用 した ことに批判があ
ること5)は当然であ ろ う。 なお,判 決文 中において,被 告が とくに事情 の
抗弁 を行な った旨の記述が ないので,本 件 もまた職権適用 の一事例 とみ る
こ とがで きよ う。
1)『逐条研究』415頁以下の各発言参照。
2)そ の詳細にっugては,拙稿 「成立過程か らみた事情判決制度の諸問題」明治
大学短期大学紀要38号15頁以下参照。,
3)最高裁判所事務総局 『続行政事件訴訟十年史』226頁。
4)判 例時報1153号150頁,磯野弥生 「区画整理事業計画の変更 に より生 じた余
剰地を処分するため大幅な増歩となる換地処分が公平の原則に皮するとして,
同一の事業計画下の他の換地処分が違法とされたが,事情判決が な され た事
例」判例評論323号25頁(判例時報1170号187頁)以下参照。
5)阿 部泰隆 「戦時中の行政改革法規=許 可認可等臨時措置法は今日も生きてい
るか」自治研究58巻2号54頁以下,同 「許可認可等臨時措置法の効力 ・再論」
判例 タイムズ513号15頁以下,同 「事情判決」305-6頁,中西又三 「大東亜戦
争遂行のために制定された法令の失効が認め られ た 例等一 近鉄特急料金事
件⊥判例評論291号22-3頁(判例時報1070号18・1--5頁)。
あ と が き
すで にみ てきた とお り,現 行行政事件訴訟法下 の事情判決 の適用例 は,
その施行後5年 余 りもな く,そ の後 は昭和43年と47年に換地処分 の取消訴
訟 に〉)いての地方裁 判所 の二 件の裁 判例 を数え るのみ であ った([16][17])。
この よ うな結果 は,事 情判決 制度の本来の趣旨が裁判所 において徹底 され
た ためであ るか,或 いは,た ん に これを適 用すべ き事 案が裁判所 に係属 し
てい なか ったたあであ るかは断定で きない。 しか しなが ら,筆 者 としては
次 の二つ の理 由で,前 者であ る と考えたい。 まず第一に,特 例法下 の適用
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例については,制 度 本来の趣 旨を超え る とす る批判があ り,適 用要件を加
重厳格 化す るために現 行法 の よ うな規定 に改 め られたのであ り,特 例法下
でみ られた税 法関係事件や議 員除 名,公 務 員 の解職,選 挙管理委 員の選任,
議会解散請 求の署各の効 力 とい った事案へ の適用は根絶 されたかの ように
一件 もあ らわれ ていない。第二 に,し か しなが ら,最 高裁判所が議 員定数
不均衡違 憲訴訟 におい て,「この規定は,法 政 策的考慮 に基 づいて 定 め ら
れた ものではあ るが,し か しそ こには,行 政処分 の取消の場合に限 られ な
　 　 ぼ 　 　 ロ 　 　 ロ コ ロ
い一般的な法 の基本原則 に基 づ くもの として理解すべ き要素 も含 まれ てい
る」(傍点筆者)と して,「事情 判決的法 理」 を採用 して以来(1)国政選挙 に
おい ては も とよ り,地 方議会議 員選 挙におい て もかか る法理が適用 され,
さらには,制 度本来 の趣 旨に比較的近い事案 とみ られ ていた換地 処分 につ
いて もこれが適用 され([18コ本件 は,右 最 高裁判決には るか先立つ 昭 和
35年に提訴 され ていた),ひ るがえ って,事 情 判決制度それ 自体 の根 拠 法
であ る31条1項が,特 急料 金の認可処分 とい った,特 例法下においてす ら
例をみなか った事案に まで拡張 されて適用 され るに 至 っ た こ とで あ る
([21])。比喩的表現 を用 い るな らば,最 高裁判決 のいわゆ る 「一般的 な法
の基本原則」の法理 は,"前 線 を刺激 して"こ れ まで,一 最高裁 自身が
その重要 且つ主要 な役割 を担 って一 確立 され て きた事情判決 に対す る抑
制的態度 の土台 を"濁 流に よって洗い流 して しま う"虞 れがあ る。
(1)行訴法 の立案関係者の一人は,「こ うい う形で 適用され るとい うことは 全然
念頭 にはなかった」 と,そ の特異性を証言 している。雄川一郎発言 「座談会 ・
議員定数違憲判決をめ ぐって」 ジュリス ト617号29頁。 なお,最 高裁大法廷昭
和51年4月14日判決(最 高裁民集30巻3号223頁)以来,今 日(昭 和61年2月)
までにかか る法理 を援用 した議 員定数違憲 ζ違法)判 決は,筆 者の調査に よれ
ぽ,最 高裁2件,高 裁14件の計16件である。議員定数違憲訴訟の各判決をめ ぐ
ってはすでに50編を越え る研 究論文が著わ されているが,こ れ らについて仔細
に検討 を加 えることに よって,事 情 判決制度その ものの意義や新たな問題点が
改めて解 明できるように思われ る。
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〔訂正〕 本紀要前号(38号)の該当箇所を下記のように訂正する。
(誤)
1)表 紙(邦 文)
「事情判決制度論(1)」
2)裏 表紙(英 文)
Practical
(1)
(正)
一 → 削除
一一→Legislative
-→ 削 除
